
四日市市告示第１０５号 

 四日市市営住宅住み替え支援事業実施要綱を次のように定める。 

  令和３年３月１６日 

四日市市長 森 智広 

 

四日市市営住宅住み替え支援事業実施要綱 

  

（趣旨） 

第１条 この要綱は、公営住宅法（昭和２６年法律第１９３号。）第４４条第３項の規

定により、市営住宅（四日市市営住宅条例（平成９年四日市市条例第３２号。以下「条

例」という。）第２条第１号に規定する住宅をいう。以下同じ。）の用途廃止に伴う市

営住宅入居者の住み替え支援に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義）  

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

(1) 民間賃貸住宅 公的賃貸住宅若しくは社宅、官舎、寮等の給与住宅以外の一戸

建て住宅または共同住宅で、入居者が居住のために移転する住宅をいう。ただし、

当該住宅の所有者が個人の場合にあっては、所有者又はその親族等が居住のために

使用する部分を、法人の場合にあっては、当該法人の役員又はその親族等が使用す

る部分を除く。 

(2) 入居者 石塚町、小鹿が丘、城西町の各用途廃止予定市営住宅に入居する者の

うち、四日市市営住宅建替事業及び用途廃止に伴う移転に関する要綱第４条第１項

に規定する移転承諾書を提出し、移転を承諾した者をいう。 

(3) 住み替え支援住宅 この事業により、入居者が移転する民間賃貸住宅をいう。 

(4) 支援入居者 この事業により、住み替え支援住宅に移転した入居者をいう。 

 (5) 貸主 本市が契約する住み替え支援住宅の所有権を有する者又は当該住宅の管

理者をいう。 

（住み替え支援住宅の賃貸借契約） 

第３条 入居者が居住のために住み替え支援住宅に移転する場合は、本市が賃借人とな

り貸主と定期建物賃貸借契約又は賃貸借契約（以下、「賃貸借契約等」という。）を行

うものとする。 

（住み替え支援住宅に係る費用負担） 

第４条 貸主との関係において、次の各号に定める費用は本市の負担とする。 

(1) 共益費、駐車場使用料等を含む住み替え支援住宅の月額家賃。（以下「住み替え

支援住宅の月額家賃」という。） 

(2) 敷金、礼金、仲介料等の住み替え支援住宅契約時にかかる費用及び契約の更新

にかかる費用。 

(3) 住み替え支援住宅退去時にかかる修繕等の費用。 

（修繕の費用負担） 

第５条 支援入居者の入居中にかかる住み替え支援住宅の修繕費用は、貸主又は支援入

居者が負担するものとする。ただし、市長が特別に認めた場合は、この限りではない。 

（契約の終了） 

第６条 支援入居者から第３６条に規定する住み替え支援住宅の返還の申し出があっ

た場合、又は、市長が第３７条に規定する契約の解除に伴う明渡しを請求したときは、

本市と貸主の賃貸借契約等を終了する。 

（契約終了時の修繕） 



第７条 賃貸借契約終了時の修繕は、貸主が請け負うものとする。 

２ 前項に係る費用は、第４条第１項第３号の規定により本市が負担するものとする。 

（入居者の資格） 

第８条 この要綱の対象となる入居者は、次の各号のすべてを満たしていなければなら

ない。 

(1) 第２条第２号に規定する入居者であること。 

(2) 市営住宅から住み替え支援住宅へ移転すること。 

(3) 条例第５条第１項第２号に定める条件を満たすこと。 

(4) 市営住宅使用料を滞納していないこと。 

(5) 前４号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認めた条件。 

（住み替え支援の申請） 

第９条 住み替え支援住宅に入居しようとする入居者は、市長に対し、市営住宅住み替

え支援申請書（第１号様式）に必要な書類を添付の上、提出するものとする。 

（支援の決定） 

第１０条 市長は前条の規定による申請があった時は、速やかにその内容を審査し、住

み替え支援住宅への入居の可否を、市営住宅住み替え支援決定（不可）通知書（第２

号様式）により入居者に通知するものとする。 

（決定の取消し） 

第１１条 市長は、前条の規定による決定を受けた入居者が次の各号のいずれかに該当

するときは、当該決定を取り消すことができる。 

 (1) 正当な理由がなく市長が指定する日までに住み替え支援住宅に入居しないとき。 

 (2) 住み替え支援住宅の入居の申込みについて、虚偽の内容があったとき。 

 (3) 住み替え支援住宅に入居する日までの間に、当該住み替え支援住宅に入居する

ための条件を具備しなくなったとき。 

２ 市長は、前項の取消しをした場合には、市営住宅住み替え支援決定取消通知（第３

号様式）により当該入居者に通知するものとする。 

（入居の手続等） 

第１２条 第１０条により住み替え支援決定を受けた入居者(以下、「支援決定者」とい

う。)は、当該決定に係る通知のあった日から１０日を経過する日（市長がやむをえ

ない事情があると認めたときは、市長が定める日）までに、原則として定期建物賃貸

借契約書（第４号様式等）により市長と契約を締結するものとする。 

２ 前項の契約には、独立の生計を営み、支援決定者と同等以上の収入を有する者で、

市長が適当と認めた連帯保証人２人を要するものとする。ただし、四日市市営住宅条

例施行規則（平成１０年四日市市規則第２号。）第６条に該当する場合には、連帯保

証人の人数を減じることができる。 

３ 前項ただし書きにより、連帯保証人の減員を受けようとする支援決定者は、原則と

して、緊急連絡人１名を指定した緊急連絡先届（第５号様式）を提出するものとする。 

４ 市長は、入居者が第１項に規定する日までに同項の手続を行わないときは、当該決

定を取り消すことができる。 

５ 第１項の規定により定期建物賃貸借契約を締結した日から８日以内に当該住み替

え支援住宅に入居するものとする。 

（入居期間） 

第１３条 前条第１項により市長と定期建物賃貸借契約等を締結した入居者の入居期

間は、住み替え支援住宅に入居した月を含めて１２０月以内とする。 

２ 支援入居者は、前項に規定する入居期間の終了までに、第３６条に規定する手続き

により住み替え支援住宅を退去しなければならない。 



（同居の承認） 

第１４条 支援入居者は、当該住み替え支援住宅への入居の際に同居した親族以外の者

を同居させようとするときは、市長の承認を得なければならない。ただし、同居がで

きる者は親族（婚姻の届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者及び婚姻

の予約者を含む。以下同じ。）とする。 

２ 前項の規定により承認を受けようとするときは、住み替え支援住宅同居承認申請書

（第６号様式）に次に掲げる書類を添付し、市長に提出しなければならない。 

 (1) 同居希望者の戸籍謄本その他続柄を証明することのできる書類 

 (2) 同居希望者の前年分の所得を証明する書類 

３ 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、第１項の承認をしないも

のとする。 

 (1) 当該承認による同居の後における当該支援入居者に係る収入が、条例第５条第

１項に規定する金額を超える場合。ただし、当該支援入居者に係る収入については

条例第２条第５号の収入と同様の計算とする。 

 (2) 当該支援入居者及び同居者が条例第４５条第１項第１号から第７号のいずれか

に該当する場合 

４ 市長は、支援入居者が病気にかかっていることその他の特別の事情により当該支援

入居者が入居の際に同居した親族以外の者を同居させることが必要であると認める

時は、前項の規定にかかわらず同居を承認することができる。 

（同居承認の決定） 

第１５条 市長は、前条に規定する承認又は不承認を決定したときは、住み替え支援住

宅同居承認（不承認）書（第７号様式）により当該申請者に通知するものとする。 

（同居者の異動報告） 

第１６条 支援入居者は、死亡、転出その他の事由によりその同居者に異動が生じたと

きは、遅滞なく住み替え支援住宅同居者異動報告書（第８号様式）を市長に提出しな

ければならない。 

（入居者の地位の承継） 

第１７条 支援入居者が死亡し、又は退去した場合において、その死亡時又は退去時の

当該支援入居者の同居者が、引き続き当該住み替え支援住宅に居住を希望するときは、

当該同居者は市長の承認を得なければならない。ただし、地位の承継ができる者は、

現に同居している配偶者（婚姻の届け出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事

情にある者を含む。）及び高齢者、障害者等で、特に居住の安定を図る必要がある者

とする。 

２ 前項の規定により承認を受けようとする支援入居者の同居者は、住み替え支援住宅

入居者変更申請書（第９号様式）に次に掲げる書類を添付し、市長に提出しなければ

ならない。 

 (1) 承継の原因となる事実を証する書類 

 (2) 前号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認めた書類 

３ 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、第１項の承認をしないも

のとする。 

 (1) 当該承認を受けようとする者が支援入居者と同居していた期間が１年に満たな

い場合（当該承認を受けようとする者が当該支援入居者の入居時から引き続き同居

している親族である場合を除く。） 

 (2) 当該承認を受けようとする者に係る当該承認の後における収入が条例第５条第

１項第２号に規定する金額を超える場合。 

 (3) 当該支援入居者が条例第４５条第１項１号から第７号のいずれかに該当する場



合 

４ 第１４条第４項の規定は、第１項に規定する承認について準用する。 

（地位の承継の決定） 

第１８条 市長は、前条第２項に規定する申請を受けたときは、速やかに承認又は不承

認を決定し、住み替え支援住宅入居者変更承認（不承認）書（第１０号様式）により

当該申請者に通知するものとする。 

（収入の申告等） 

第１９条 支援入居者は、毎年度、その収入を市長に申告しなければならない。 

２ 前項に規定する収入の報告は、毎年７月中に住み替え支援住宅入居者収入申告書

（第１１号様式）により市区町村長の発行する前年分の所得証明書を添付して行うも

のとする。 

３ 市長は、第１項の規定による申告に基づき、収入の額を認定し、住み替え支援住宅

収入認定（使用料決定）通知書（第１２号様式）により当該額を支援入居者に通知す

るものとする。 

４ 支援入居者は、前項の規定による認定に対し、意見を述べることができる。この場

合において、支援入居者は住み替え支援住宅収入認定に対する意見申立書（第１３号

様式）により、その意見の内容を証する書類を添付して、当該通知のあった日から１

か月以内に申立てを行わなければならない。 

５ 市長は、前項の申立てに理由があると認めたときは、当該認定を更正し、住み替え

支援住宅収入認定（使用料）更正決定通知書（第１４号様式）により当該申立てのあ

った日から１か月以内に当該申立者に通知するものとする。 

６ 市長は、第４項の申立てに理由がないと認めたときは、当該申立てを却下し、その

旨を当該申立てのあった日から１か月以内に当該申立者に通知するものとする。 

７ 第３項に規定する住み替え支援住宅収入認定通知を受けた支援入居者が、退職、転

職等により収入が減少した場合において、当該認定に係る収入の額の変更を求めよう

とするときは、住み替え支援住宅収入認定変更申立書（第１５号様式）により、収入

減少の原因となる事実を証する書類を添付して市長に提出しなければならない。 

８ 市長は、前項の申立てがあったときは、その内容について審査を行い、その結果を

住み替え支援住宅収入認定（使用料）変更決定通知書（第１６号様式）により当該申

立者に通知するものとする。 

（入居者の費用負担） 

第２０条 次の各号に掲げる費用は、支援入居者の負担とする。うち、第１号及び第２

号に規定するものは、本市が「住み替え支援住宅使用料」として請求するものとする。 

(1) 毎年度、前条第３項の規定により認定された収入（同条第５項の規定により更

正された場合には、その更正後の収入。第３１条及び第３３条において同じ。）に

基づき、従前市営住宅の近傍同種の住宅の家賃（条例第２１条第２項の規定を準用

し、毎年度、定められたものをいう。以下同じ。）以下で、法施行令第２条に規定す

る方法により算出した額。ただし、支援入居者からの収入の申告がない場合は、当

該住み替え支援住宅に係る支援入居者が負担する費用を従前市営住宅の近傍同種

の住宅の家賃又は当該住み替え支援住宅の月額家賃のいずれか低額のものとする。 

(2) 第４条第１項第１号に規定する月額家賃が前号の額に５万円を加算した額を超

過する場合は、その超過額。 

(3) 電気、ガス、水道及び下水道の使用料。 

(4) 汚物、ごみ及び排水の消毒、清掃及び処理に要する費用。 

(5) 退去時にかかる修繕費のうち、支援入居者の責に帰すべき事由によるもの。 

(6) 市長が前各号に掲げる費用に準ずるものであると認めた費用。 



（住み替え支援住宅使用料の減免又は徴収の猶予） 

第２１条 市長は、支援入居者又はその同居者が次の各号のいずれかに該当する場合に

おいて必要があると認めたときは、市営住宅条例施行規則第１３条を準用し、住み替

え支援住宅使用料の減免をし、又は徴収を猶予することができる。ただし、第２０条

第２号の額を除く。 

 (1) 収入が著しく低額であること。 

 (2) 病気にかかっていること。 

 (3) 災害により著しい損害を受けたこと。  

(4) 前３号に掲げるもののほか、特別の事情があること。 

２ 住み替え支援住宅使用料の減免等を受けようとする者は、住み替え支援住宅使用

料減免等申請書（第１７号様式）に次に掲げる書類を添付して市長に提出しなけれ

ばならない。 

(1) 市区町村長の発行する前年分の所得証明書（１月から６月までに申請をする場

合は前年分の所得を証明する書類） 

(2) 収入減少等の生活困窮の原因となる事実を証する書類 

(3) その他市長が必要と認めた書類 

３ 市長は、前項の住み替え支援住宅使用料減免等申請書の提出があったときは、そ

の内容について審査を行い、その結果を住み替え支援住宅使用料減免等決定通知書

（第１８号様式）により当該申請者に通知するものとする。 

（住み替え支援住宅使用料の減免等の原因消滅時の届出義務） 

第２２条 住み替え支援住宅使用料の減免等の期間においてその原因となる事実に変

更があったときは、速やかにその旨を市長に届け出なければならない。 

（住み替え支援住宅使用料の減免等の取消し） 

第２３条 市長は、住み替え支援住宅使用料の減免等を受けている支援入居者が次の

各号のいずれかに該当するときは、住み替え支援住宅使用料の減免等を取り消すも

のとする。 

(1) 第２１条第２項の規定により提出する住み替え支援住宅使用料減免等申請書に

事実と異なる虚偽の記載をし、又はその他不正な行為によって住み替え支援住宅

使用料の減免等を受けたとき。 

(2) 前条の規定による届出を怠ったとき。 

(3) 市長が、住み替え支援住宅使用料の減免等の必要がないと認めたとき。 

（住み替え支援住宅使用料の納付） 

第２４条 市長は、支援入居者から、市長が指定する入居の日から当該支援入居者が住

み替え支援住宅の明渡しを行う日（当該支援入居者に係る入居許可を取り消したとき

は、当該入居許可を取り消した日）までの期間について、住み替え支援住宅使用料を

徴収する。 

２ 支援入居者は、毎月月末（１２月にあっては２５日）までに、前月分の住み替え支

援住宅使用料を納付しなければならない。 

３ 入居者に対し市長が指定した入居の日、当該住み替え支援住宅の明渡しを行った日

又は入居許可を取り消した日が月の初日及び末日以外の日であるときのその月の住

み替え支援住宅使用料は、日割により計算する。 

４ 住み替え支援住宅使用料は、四日市市会計規則（昭和３９年四日市市規則第２５号）

１６６条の規定に基づき市において定めた納入通知書又は口座振替の方法により、市

の指定する金融機関に納付しなければならない。 

（督促）  

第２５条 住み替え支援住宅使用料を前条第２項の納期限までに納付しない者がある



ときは、市長は、期限を指定してこれを督促するものとする。 

（支援入居者の保管義務等） 

第２６条 支援入居者は、当該住み替え支援住宅又は共同施設の使用について必要な注

意を払い、これらを正常な状態において維持しなければならない。 

２ 支援入居者の責に帰すべき事由により、当該住み替え支援住宅又は共同施設が滅失

又はき損したときは、支援入居者が原形に復し、又はこれに要する費用を賠償するも

のとする。 

３ 支援入居者は、周辺の環境を乱し、又は他に迷惑を及ぼす行為をしてはならない 

（一時不使用の届出） 

第２７条 支援入居者は、当該住み替え支援住宅を引き続き１５日以上使用しないとき

は、あらかじめ市長にその旨を届け出なければならない。 

２ 前項の届出は、住み替え支援住宅不在届出書（第１９号様式）により行うものとす

る。 

（転貸又は譲渡の禁止） 

第２８条 支援入居者は、当該住み替え支援住宅を他の者に貸し、又はその入居の権利

を他の者に譲渡してはならない。 

（模様替、増築等の禁止等） 

第２９条 支援入居者は、当該住み替え支援住宅を模様替し、若しくは増築し、又は当

該住み替え支援住宅の敷地内に工作物を設置してはならない。 

（用途外使用の禁止等） 

第３０条 支援入居者は、当該住み替え支援住宅を住居以外の用途に使用してはならな

い。 

（収入超過者に関する認定） 

第３１条 市長は、毎年度、支援入居者が当該住み替え支援住宅に引き続き３年以上入

居している場合において、第１９条第３項の規定により認定した支援入居者の収入が

条例第５条第１項第２号ア、イ又はウに掲げる区分に応じ、それぞれ同号ア、イ又は

ウに掲げる金額を超えるときは、当該支援入居者を収入超過者として認定し、その旨

を収入超過者認定通知書（第２０号様式）により当該支援入居者に通知する。 

２ 前項に掲げる支援入居者は、同項に規定する認定に対し、意見を述べることができ

る。この場合において、市長は、意見の内容を審査し、当該意見に理由があると認め

たときは当該認定を更正するものとする。 

３ 前項の規定による意見の申立ては、収入超過者認定に対する意見申立書（第２１号

様式）に、その意見の内容を証する書類を添付して、第１項の規定による通知のあっ

た日から１か月以内に行わなければならない。 

４ 市長は、前項の意見に理由があると認めたときは、第１項に規定する認定を取り消

し、収入超過者認定取消通知書（第２２号様式）により、当該申立てのあった日から

１か月以内に当該申立者に通知するものとする。 

５ 市長は、第３項の意見に理由がないと認めたときは、当該申立てを却下し、その旨

を当該申立てのあった日から１か月以内に当該申立者に通知するものとする。 

（収入超過者の住み替え支援住宅使用料） 

第３２条 前条第１項の規定により収入超過者と認定された支援入居者は、第２０条第

１項の規定にかかわらず、当該認定に係る期間（当該支援入居者が期間中に住み替え

支援住宅を明け渡した場合にあっては、当該認定の効力が生じる日から当該明渡しの

日までの間）、毎月、当該収入超過者の収入を勘案し、かつ、従前市営住宅の近傍同

種の家賃の額以下で法施行令第８条第２項に規定する方法により算出した額を住み

替え支援住宅使用料として支払わなければならない。ただし、当該住み替え支援住宅



の月額家賃の額が算出した額を下回る場合には、当該住み替え支援住宅の月額家賃の

額を支払うこととする。 

２ 第２１条（第１項第１号を除く。）、第２４条及び第２５条の規定は、前項の収入超

過者の住み替え支援住宅使用料について準用する。 

（高額所得者に関する認定） 

第３３条 市長は、毎年度、支援入居者が当該住み替え支援住宅に引き続き５年以上入

居している場合において、第１９条第３項の規定により認定した当該支援入居者の収

入が最近２年間引き続き法施行令第９条に規定する金額を超えるときは、当該支援入

居者を高額所得者として認定し、その旨を高額所得者認定通知書（第２３号様式）に

より当該支援入居者に通知する。 

２ 第３１条第２項の規定は、前項の規定による認定について準用する。 

３ 前項の規定による意見の申立ては、高額所得者認定に対する意見申立書（第２４号

様式）に、その意見の内容を証する書類を添付して、第１項の規定による通知のあっ

た日から１か月以内に行わなければならない。 

４ 市長は、前項の意見に理由があると認めたときは、第１項に規定する認定を取り消

し、高額所得者認定取消通知書（第２５号様式）により、当該申立てのあった日から

１か月以内に当該申立者に通知するものとする。 

５ 市長は、第３項の意見に理由がないと認めたときは、当該申立てを却下し、その旨

を当該申立てのあった日から１か月以内に当該申立者に通知するものとする。 

（高額所得者に対する住み替え支援住宅使用料等） 

第３４条 前条第１項の規定により高額所得者と認定された支援入居者は、第２０条第

１項及び第３２条第１項の規定にかかわらず、当該認定に係る期間（当該支援入居者

が期間中に住み替え支援住宅を明け渡した場合にあっては、当該認定の効力が生じる

日から当該明渡しの日までの間）、毎月、当該住み替え支援住宅の月額家賃の額を支

払うこととする。 

２ 第２１条（第１項第１号を除く。）、第２４条及び第２５条の規定は、前項に規定す

る住み替え支援住宅使用料について準用する。 

（立入検査） 

第３５条 市長は、住み替え支援住宅の管理上必要があると認めるときは、市長が指定

する本市の職員に、当該住み替え支援住宅の検査をさせ、又は支援入居者に対して適

当な指示をさせることができる。 

２ 前項の規定により検査をする場合において、現に居住の用に供している住み替え支

援住宅に立ち入るときは、あらかじめ、支援入居者その他の居住者（以下「支援入居

者等」という。）の承諾を得るものとする。 

３ 支援入居者等は、正当な理由がない限り、第１項の検査を拒み、又は妨げてはなら

ない。 

（住み替え支援住宅の返還等） 

第３６条 支援入居者は、当該住み替え支援住宅から退去しようとするときは、退去し

ようとする日の５日前までに、市長にその旨を届け出なければならない。 

（契約の解除） 

第３７条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該支援入居者に

対し当該住み替え支援住宅の契約を解除することができる。 

 (1) 支援入居者が不正の行為によって入居したとき。 

 (2) 支援入居者が住み替え支援住宅使用料を３月以上滞納したとき。 

 (3) 支援入居者が住み替え支援住宅又は共同施設を故意にき損したとき。 

 (4) 支援入居者が正当な事由によらないで１５日以上住み替え支援住宅を使用しな



いとき。 

 (5) 支援入居者が第１４条、第１７条又は第２６条から第３０条までの規定に違反

したとき。 

 (6) 支援入居者等が正当な事由によらないで第３５条第１項の規定に基づく住み替

え支援住宅の立入検査を拒んだとき。 

 (7) 支援入居者又はその同居者が暴力団員であることが判明したとき。 

(8) 貸主が本市との定期建物賃貸借契約又は賃貸借契約に基づき、本市に退去を求

めたとき 

 (9) 第１３条に規定する住み替え支援住宅の入居期間が満了するとき。 

２ 支援入居者は、前項の規定による請求を受けたときは、速やかに当該住み替え支援

住宅を明け渡さなければならない。 

３ 市長は、支援入居者が第１項第１号又は第７号の規定に該当することにより同項の

規定による請求を行ったときは、当該請求を受けた者に対して、入居した日から請求

の日までの期間については、毎月の当該住み替え支援住宅に係る月額家賃の額とそれ

までに支払を受けた住み替え支援住宅使用料の額との差額を、請求の日の翌日から当

該住み替え支援住宅の明渡しを行う日までの期間については、毎月、当該住み替え支

援住宅に係る月額家賃の額を徴収することができる。 

４ 市長は、支援入居者が第１項（第１号及び第７号を除く）の規定に該当することに

より同項の規定による請求を行ったときは、当該請求を受けた者に対して、請求の日

の翌日から当該住み替え支援住宅の明渡しを行う日までの期間については、毎月、住

み替え支援住宅使用料に相当する額の金銭を徴収することができる。 

５ 市長は、第１項第９号の規定により請求を行う場合には、当該請求を行う６月前ま

でに、当該支援入居者にその旨の通知をするものとする。 

（補則） 

第３８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

   附 則 

この要綱は、告示の日から施行する。 

（都市整備部 市営住宅課） 



第１号様式（第９条関係） 

 

市 営 住 宅 住 み 替 え 支 援 申 請 書 

 

年  月  日 

   

四日市市長 

 

 

 

 

 

 

私は、四日市市営住宅住み替え支援事業実施要綱に基づき、下記の住宅に移転したいので、以下

のとおり住み替え支援を申請します。 

なお、承認の上は四日市市営住宅住み替え支援事業実施要綱及びこれに基づく指示命令並びに住

み替え支援住宅の所有者及び管理者の指示命令を遵守します。また、支援入居者が退去する場合は

同居者においても同時に退去し、かつ市長の指示する事項に従い市に迷惑をかけないことを誓約し

ます。 

移転を希望する 

賃貸住宅 

所在地 四日市市                       番地 

名称等  

月額家賃        円 敷金等初期費用            円 

同 

居 

者 

※ 

氏   名 
入居者 

との続柄 
生 年 月 日 勤  務  先 

  年  月  日  

  年  月  日  

  年  月  日  

  年  月  日  

  年  月  日  

※ 同居者は、現在の市営住宅の同居者に限る。 

 添付書類 

  １ 入居者及び同居者の所得を証明する書類（所得課税証明書） 

  ２ 入居者及び同居者の市税の未納がないことを証明する書類（完納証明書） 

現在の 

市営住宅 
市営住宅     棟     号  

申込者 

（入居者） 
 電話番号  



第２号様式（第１０条関係） 

 

四日市市指令 市営 第   号 

年  月  日 

          

          様 

四日市市長  

 

 

 

市 営 住 宅 住 み 替 え 支 援 決 定（不 可） 通 知 書 

 

 

 

  年  月  日付けで申請のあった市営住宅住み替え支援申請について、下記のとお 

り支援を決定（不可）しましたので通知します。 

  なお、支援を決定した日（上記の日）から、原則として１０日以内に、定期建物賃貸借契約書

（第４号様式等）並びに緊急連絡先届（様式第５号）を提出してください。 

                   

記 

 

住み替え 

支援住宅 

所在地 四日市市                       番地 

名称等  

月額家賃        円 敷金等初期費用            円 

支
援
入
居
者
及
び
同
居
者 

氏   名 
入居者との
続 柄 

生 年 月 日 勤  務  先 

  年  月  日  

  年  月  日  

  年  月  日  

  年  月  日  

  年  月  日  

  年  月  日  

  



第３号様式（第１１条関係） 

 

四日市市指令 市営 第   号 

年  月  日 

          

          様 

四日市市長  

 

 

 

市 営 住 宅 住 み 替 え 支 援 決 定 取 消 通 知 書 

 

 

 

  年  月  日付け四日市市指令 市営 第  号で通知した市営住宅住み替え支援

決定について、下記理由により取り消します。 

                   

記 

１．取り消し理由 

  



第４号様式（第１２条関係）  

 

定期建物賃貸借契約書（四日市市営住宅住み替え支援事業用） 

 

頭書 

（１）転貸借の目的物(住み替え支援住宅) 

   別紙、貸主と転貸主との契約書(写し)のとおり 

 

 （２）契約期間 

始 期 年     月     日から 
    １０年間 

終 期 年     月     日まで 

 （契約終了の通知をすべき期間   年  月  日から   年  月  日まで） 

 

 （３）住み替え支援住宅使用料 

当初住み替え支援住宅使用料 支払方法 

            円 
口 座 振 替

又 は 転 貸

主 が 発 行

す る 納 付

書払い 

口座振替 金融機関名： 

預金：普通・当座 口座番号：     

口座名義人：      

（手数料は転貸主負担） 

支 払 期 限 

当月分を翌月末日まで 

納付書による支払先：四日市市役所市営住宅課、

納付書記載の金融機関、各地区市民センター等 

そ の 他 

住み替え支援住宅使用料は、甲が定める四日市市営住宅住み替え支援事

業実施要綱(以下「要綱」という。)第２０条により、毎年度算定した額

とする。ただし、要綱第２１条又は第３２条又は３４条が適用される場

合は、その額とする。 

 

（４）転貸主、貸主及び管理業者 

転 貸 主 

 

住 所 〒510-0901 四日市市諏訪町 1 番 5 号 

名 称 四日市市 代表者 四日市市長         

（事務担当 市営住宅課 管理係 電話番号 059-354-8219） 

貸主 
住 所 〒 

氏名・名称 

管理業者 

(社名・代表者) 

所在地 〒 

商号（名称）        代表者                

電話番号 

賃貸住宅管理業者 登録番号 国土交通大臣（  ）第     号 

✻貸主と建物の所有者が異なる場合は、次の欄も記載すること。 

 

建物の所有者 
住 所 〒 

氏 名            電話番号 



 

- 2 - 

 

（５）転借主（支援入居者）及び同居人 

転 借 主 

（支援入居者） 

氏 名                  

生年月日 年   月   日 

連絡先  

同 

居 

者 
 

氏   名 
支援入居者 

との続柄 
生 年 月 日 勤  務  先 

  年  月  日  

  年  月  日  

  年  月  日  

  年  月  日  

  年  月  日  

 

（６）連帯保証人及び極度額 

 

 

 

 

連

帯

保

証

人 

現 住 所        

氏 名 
 

         年  月  日生 

勤 務 先 及 び 職 業  
入居者からみた続柄  

平 均 月 収 万円 

連

帯

保

証

人 

現 住 所      

氏 名 
 

         年  月  日生 

勤 務 先 及 び 職 業  
入居者からみた続柄  

平 均 月 収 万円 

極度額 

（保証限度額） 

                           

                       円 
 

（極度額は（３）当初住み替え支援住宅使用料の 12か月分） 
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（契約の締結） 

第１条 転貸主（以下「甲」という。）及び転借主（以下「乙」という。）は、頭書（１）に記

載する賃貸借の目的物（以下「本物件」という。）について、以下の条項により借地借家法

（以下「法」という。）第 38 条に規定する更新がない定期建物賃貸借契約（以下「本契約」

という。）を締結した。 

 

（契約期間） 

第２条 契約期間は、頭書（２）に記載するとおりとする。 

２ 本契約は、前項に規定する期間の満了により終了し、更新がない。 

３ 甲は、第１項に規定する期間の満了の１年前から６月前までの間（以下「通知期間」とい

う。）に乙に対し、期間の満了により転貸借が終了する旨を書面によって通知するものとする。 

４ 乙は、前項までの定めにより転貸借が終了する日までに、本物件を明け渡さなければなら

ない。 

５ 乙は、前項の明渡しをするときには、明渡し日を事前に甲に通知するものとする。 

 

（使用目的） 

第３条 乙は、居住のみを目的として本物件を使用しなければならない。 

 

（住み替え支援住宅使用料） 

第４条 乙は、頭書（３）の記載に従い、住み替え支援住宅使用料（以下「使用料」という。）

を甲に支払わなければならない。 

２ １か月に満たない期間の使用料は、１か月を３０日として日割計算した額とする。 

３ 乙のその他の費用負担については、要綱第２０条第３号から６号に該当するものとする。 

 

（反社会的勢力の排除） 

第５条 甲及び乙は、それぞれ相手方に対し、次の各号の事項を確約する。 

一 自らが、暴力団、暴力団関係企業、総会屋若しくはこれらに準ずる者又はその構成員（以

下総称して「反社会的勢力」という。）ではないこと。 

二 自らの役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう。）が反

社会的勢力ではないこと。 

三 反社会的勢力に自己の名義を利用させ、この契約を締結するものでないこと。 

四 自ら又は第三者を利用して、次の行為をしないこと。 

  ア 相手方に対する脅迫的な言動又は暴力を用いる行為 

イ 偽計又は威力を用いて相手方の業務を妨害し、又は信用を毀損する行為 

２ 乙は、甲の承諾の有無にかかわらず、本物件の全部又は一部につき、反社会的勢力に転借

権を譲渡し、又は転貸してはならない。 

 

（禁止又は制限される行為） 

第６条 乙は、本物件を他の者に貸し、又はその入居の権利を他の者に譲渡してはならない。

ただし、甲が定める要綱第１８条の承認があった場合を除く。 

２ 乙は、本物件を模様替し、若しくは増築し、又は本物件の敷地内に工作物を設置しては

ならない。 

３ 乙は、要綱第２６条に規定する保管義務等を負う。 

 

（契約期間中の修繕） 

第７条 乙が本物件を使用するために必要な修繕は、貸主又は乙が費用負担するものとする。

ただし、甲が特別に認めた場合は除く。 

 

（乙からの解約） 
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第８条 乙は、甲に対して原則として１か月前までに解約の申入れを行うことにより、本契約

を解約することができる。 

 

（連帯保証人） 

第９条 連帯保証人（以下「丙」という。）は、乙と連帯して、本契約から生じる乙の債務（甲

が第２条第３項に規定する通知をしなかった場合においては、同条第１項に規定する期間内

のものに限る。）を負担するものとする。 

２ 前項の丙の負担は、頭書（６）及び記名押印欄に記載する極度額を限度とする。 

３ 丙が負担する債務の元本は、乙又は丙が死亡したときに、確定するものとする。 

４ 丙の請求があったときは、甲は、丙に対し、遅滞なく、使用料等の支払状況や滞納金の額、

損害賠償の額等、乙の全ての債務の額等に関する情報を提供しなければならない。 

 

（契約の解除） 

第１０条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当する場合においては、本契約を解除する

ことができる。 

 (1) 乙が不正の行為によって入居したとき。 

 (2) 乙が住み替え支援住宅使用料を３月以上滞納したとき。 

 (3) 乙が本物件又は共同施設を故意にき損したとき。 

 (4) 乙が正当な事由によらないで１５日以上本物件を使用しないとき。 

 (5) 乙が要綱第１４条、第１７条又は第２６条から第３０条までの規定に違反したとき。 

(6) 乙等が正当な事由によらないで甲が定める要綱第３５条第１項の規定に基づく本

物件の立入検査を拒んだとき。 

(7) 乙又はその同居者が暴力団員であることが判明したとき。 

(8) 貸主が、甲との定期建物賃貸借契約又は賃貸借契約に基づき、甲に契約解除を求め

たとき。 

２ 乙は、前項の規定により本契約の解除の請求を受けたときは、速やかに当該本物件を

明け渡さなければならない。 

３ 甲は、乙が第１項第１号又は第７号の規定に該当することにより同項の規定による請

求を行ったときは、乙に対して、入居した日から請求の日までの期間については、毎月の

本物件に係る甲が貸主に支払った月額家賃の額とそれまでに支払いを受けた住み替え支

援住宅使用料の額との差額を、請求の日の翌日から当該住み替え支援住宅の明渡しを行

う日までの期間については、毎月、本物件に係る甲が貸主に支払う月額家賃の額を請求

することができる。 

４ 甲は、乙が第１項（第１号及び第７号を除く）の規定に該当することにより同項の規定

による請求を行ったときは、当該請求を受けた者に対して、請求の日の翌日から本物件

の明渡しを行う日までの期間については、毎月、住み替え支援住宅使用料に相当する額

の金銭を請求することができる。 
 

（立入検査） 

第１１条 甲は、住み替え支援住宅の管理上必要があると認めるときは、甲が指定する甲の職

員に、本物件の検査をさせ、又は乙に対して適当な指示をさせることができる。 

２ 前項の規定により検査をする場合において、現に居住の用に供している本物件に立ち入る

ときは、あらかじめ、乙及びその他の居住者の承諾を得るものとする。 

３ 乙等は、正当な理由がない限り、第１項の検査を拒み、又は妨げてはならない。 

 

（明渡し時の原状回復） 

第１２条 乙は、通常の使用に伴い生じた本物件の損耗及び本物件の経年変化を除き、本物件

を原状回復しなければならない。ただし、乙の責めに帰することができない事由により生じ

たものについては、原状回復を要しない。 
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２ 甲及び乙は、本物件の明渡し時において、乙が行う原状回復の内容及び方法について協議

するものとする。 

 

（その他） 

第１３条 本契約に定めのない事項については、甲と貸主との契約及び甲が定める要綱による

ものとする。 

２ 甲及び乙は、本契約書及び前項に定めがない事項並びに本契約書の条項の解釈について疑

義が生じた場合は、民法その他の法令及び慣行に従い、誠意をもって協議し、解決するもの

とする。 

 

記名押印欄 
下記転貸主（甲）と転借主（乙）は、本物件について上記のとおり賃貸借契約を締

結し、また甲と連帯保証人（丙）は、上記のとおり乙の債務について保証契約を締結

したことを証するため、本契約書 通を作成し、甲乙丙記名押印の上、各自その１通

を保有する。 

 

令和     年    月    日 

 

転貸主（甲） 住所 〒 

氏名 

電話番号 

印 

転借主（乙） 住所 〒 

氏名 

電話番号 

実印 

連帯保証人

（丙） 

住所 〒 

氏名 

電話番号 

実印 

住所 〒 

氏名 

電話番号 

実印 

極度額          円 
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定期賃貸住宅契約についての説明（借地借家法第 38 条第２項関係） 

 

 年 月 日 

定期賃貸住宅契約についての説明 

 

                             転貸主（甲） 住所 四日市市 諏訪町１番５号  

                         名称 四日市市          

代表者 四日市市長        

事務担当：都市整備部市営住宅     

説明者         印 

                                  

下記住宅について定期建物賃貸借契約を締結するに当たり、借地借家法第38条第2項に基

づき、次のとおり説明します。 

 

下記住宅の賃貸借契約は、更新がなく、期間の満了により賃貸借は終了します

ので、期間の満了の日までに、下記住宅を明け渡さなければなりません。 

 

記 

 

（１）住  宅 名    称  

所  在  地  

住 戸 番 号  

（２）契約期間 始 期 年  月  日から 
１０年間 

終 期 年  月  日まで 
 

 

   

上記住宅につきまして、借地借家法第38条第２項に基づく説明を受けました。 

年  月  日 

転借主（乙）住所 

氏名            印 

 

 

 

 

 



第５号様式（第１２条関係） 

 

緊 急 連 絡 先 届 （新 規 ・ 変 更） 

年  月  日 

四日市市長 

 

 

 

 

 

 私は、上記の者の緊急連絡人になり、下記に記載された事項を承諾します。 

 １．支援入居者の入居期間中は、次の遵守事項について対応します。  

（１）支援入居者は、住み替え支援住宅使用料の滞納や違反・迷惑行為をしないなど、

請書に記載されている事項を熟読し、各事項を遵守します。  

 （２）緊急連絡人は、次のことなどで、市等から連絡があった場合は対応します。 

   ア 住宅管理上の手続きや連絡事項について、支援入居者に連絡がとれない場合 

   イ 支援入居者に事故などがあり、緊急の対応が必要になった場合  

 

フ リ ガ ナ  生 年 月 日 支援入居者との関係  

氏名（自署）              年  月  日  

住   所 
〒   － 

 

電   話 
自宅(その他)： 

携 帯 電 話： 

勤 務 先 
 

 

勤 務 先 住 所 
〒   － 

 

電話 

 

※１．緊急連絡人として役割を適切に果たしていただくために、確実に連絡の取れる方に依

頼してください。届の受付時に、印鑑証明、所得課税証明の添付は必要としませんが、

電話などで緊急連絡人に意思の確認を取らせていただきます。 

 ２．何らかの事情で緊急連絡人の変更を希望される場合は、緊急連絡先届（変更）を提出

していただく必要があります。 

   緊急連絡先届（変更）は、支援入居者本人と新しい緊急連絡人双方の署名が必要です。

緊急連絡人のみの届出や辞退の届出はできません。 

 ３．緊急連絡人の住所など、届出内容の一部に変更があった場合も、緊急連絡先届（変更）

を提出してください。 

 ４．生存の確認など、やむを得ない場合は、支援入居者の承諾を緊急連絡人の承諾に代え、

住宅管理者の権限において室内に立ち入ることとします。 

 

※事務処理欄    月   日 緊急連絡人意思確認（ 電話 ・ その他 ） 

住 所  

支援入居者  電話番号  



第６号様式（第１４条関係） 

 

住 み 替 え 支 援 住 宅 同 居 承 認 申 請 書 

年  月  日 

  四日市市長 

 

 

 

 

 

 

次の者を同居させたいので、承認を受けたく申請します。 

この申請書の記載内容が事実と相違するとき、又は同居させようとする者が暴力団員であること

が判明したときは、速やかに住宅を明け渡します。 

なお、承認の上は四日市市営住宅住み替え支援事業実施要綱及びこれに基づく指示命令を遵守す

ることはもちろん、支援入居者が退去する場合は同居者においても同時に退去し、かつ市長の指示

する事項に従い市に迷惑をかけないことを誓約します。 

同居を希望する者の現住所 
都道府県      市区町村       番地 
 

同
居
を
希
望
す
る
者 

氏   名 
支援入居者 

との続柄 
生 年 月 日 勤  務  先 

  年  月  日  

  年  月  日  

  年  月  日  

  年  月  日  

同 居 期 間 年  月  日から     年  月  日まで 

現
在
の
入
居
者 

氏   名 
支援入居者 

との続柄 
生 年 月 日 勤  務  先 

 支援入居者 年  月  日  

  年  月  日  

  年  月  日  

  年  月  日  

同居を必要 
とする理由 

 

 

 添付書類 

  １ 同居希望者と名義人の続柄がわかる戸籍（謄本・抄本）の写し 

  ２ 同居希望者の前年分の所得を証明する書類 

住 所        

支援入居者  電話番号  



第７号様式（第１５条関係） 

第     号   

 

年  月  日   

  

          様 
 

四日市市長  印   
 

住み替え支援住宅同居承認（不承認）書 

 

    年  月  日付けで申請のあった同居承認申請について、下記のとおり決定しました

ので通知します。 

 

記 

 １ 次のとおり条件を付して同居を承認します。 

同居を承認した者 
支援入居者 

との続柄 
生年月日 

同居を承認 

する期間 
備考 

    .  .   

    .  .   

    .  .   

  条 件 

(１) 支援入居者が退去し、又は明渡しを請求されたときは、同居者を同時に住宅から退去さ

せること。 

(２) 同居者は、承認期間中といえども市長より退去を要求されたときは、速やかに立退かな

ければならないこと。 

(３) 同居者は、四日市市営住宅住み替え支援事業実施要綱及びこれに基づく指示命令並び

に住み替え支援住宅の所有者及び管理者の指示命令を守ること。 

  注 意 

同居中は必ず本書を保存しておいてください。住宅の立入検査その他必要あるときは、本書

の提示を求めることがあります。 

 ２ 次の理由により同居を承認しません。 

 

  理由                                   



第８号様式（第１６条関係） 

 

住 み 替 え 支 援 住 宅 同 居 者 異 動 報 告 書 

 

年  月  日 

四日市市長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下記のとおり同居者に異動がありましたので報告します。 

 

記 

 

異

 

 

動

 

 

事

 

 

項 

氏     名 
支援入居者 

との続柄 
生 年 月 日 

異動 

理由 
異 動 先 

  年  月  日   

  年  月  日   

  年  月  日   

  年  月  日   

  年  月  日   

  年  月  日   

  年  月  日   

 

 

住 所  

支援入居者  電話番号  

    

申 請 者  電話番号  



第９号様式（第１７条関係） 

 

住 み 替 え 支 援 住 宅 入 居 者 変 更 申 請 書 

 

年   月   日 

四日市市長 

 

 

 

 

 

 

 

下記のとおり支援入居者を変更したいので、関係書類を添えて申請します。 

この申請書の記載内容が事実と相違するとき、又は私若しくは同居者が暴力団員であることが判

明したときは、速やかに住宅を明け渡します。 

 

記 

 

現支援入居者氏名  新支援入居者氏名  

変更理由  

同

居

者

の

状

況 

氏    名 
現支援入居

者との続柄 

新支援入居

者との続柄 
生 年 月 日 勤 務 先 

   年  月  日  

   年  月  日  

   年  月  日  

   年  月  日  

   年  月  日  

   年  月  日  

 

 関係添付書類 

  １ 承継の原因となる事実を証する書類 

  ２ 請書 

  ３ 連帯保証人の印鑑証明書 

住  所  

現支援入居者  電話番号  

    

新支援入居者  電話番号  



第１０号様式（第１８条関係） 

第     号   

 

年  月  日   

  

          様 
 

四日市市長  印   
 

住み替え支援住宅入居者変更承認（不承認）書 

 

    年  月  日付けで申請のあった支援入居者の変更については、下記のと

おり決定しましたので通知します。 

記 

 １ 住み替え支援住宅入居者変更を次の条件を付して承認します。 

入
居
者
及
び
同
居
者 

氏       名 入居者との続柄 生 年 月 日 備  考 

    

    

    

    

    

    

条件 

(１) 従前の入居許可書及び本書を保管すること。 

(２) 四日市市営住宅住み替え支援事業実施要綱及びこれに基づく指示命令 

並びに住み替え支援住宅の所有者及び管理者の指示命令を遵守すること。 

 ２ 次の理由により名義変更を承認しません。 

   理由                                   



第１１号様式（第１９条関係） 

 

住 み 替 え 支 援 住 宅 入 居 者 収 入 申 告 書 

年  月  日 

  四日市市長 

 

 

 

 

 

 

四日市市営住宅住み替え支援事業実施要綱第１９条の規定により、私及び同居者の前年の収入状

況を証明書添付の上、申告します。 

 氏   名 続 柄 生 年 月 日 満 年 齢 年 間 所 得 額 

１  本人    .  ．       歳        円 

２      .  ．       歳        円 

３      .  ．       歳        円 

４      .  ．       歳        円 

５      .  ．       歳        円 

６      .  ．       歳        円 

７      .  ．       歳        円 

    合 計        円 

 

    ※ 同居していないが、所得税法上の扶養親族があるときも同様に記入してください。 

      （住所等は備考欄に記入してください。） 

 

     

 職 業 ・ 勤 務 先 備 考 欄 

１   

２   

３   

４   

５   

６   

７   

 

住 所        

支援入居者  電話番号  



第１２号様式（第１９条関係） 

第     号   

 

年  月  日   

  

          様 
 

四日市市長  印   
 

住み替え支援住宅収入認定（使用料決定）通知書 

先の収入申告の結果、あなたの世帯の収入の額を下記のとおり認定しましたので通知します。 

また、認定した収入に基づく住み替え支援住宅使用料を下記のとおり決定しましたので併せ

て通知します。 

記 

認 定 年 月 日 年   月   日       

 

所得金 額合計  Ａ 控除金 額合計  Ｂ 収入認定月額（Ａ－Ｂ）/12 

円 円 円 

 

収

入 

収入該当者 年 間 所 得 額 収入該当者 年 間 所 得 額 

 円  円 

 円  円 

 円 合  計 Ａ 円 

 

控

除 

同居･扶養親族控除 人 円 普通障害者控除 人 円 

老 人 扶 養 控 除 人 円 老 年 者 控 除 人 円 

特 定 扶 養 控 除 人 円 寡婦寡夫控除 人 円 

特 別 障 害 者 控 除 人 円 合  計 Ｂ  円 

 

決 定 家 賃 等      月 額          円 

 

適 用 開 始 年 月           年    月 

 

備考 この収入認定に対して意見がある場合は、この通知を受けた日から１か月以内に、所定
の用紙により意見を申し立てることができます。また、本人又は同居者の異動、退職等に
より収入が減少した場合も、その事実が発生した日から１か月以内に、所定の用紙により
収入認定の額の変更を申し立てることができます。 



 

 

第１３号様式（第１９条関係） 

 

住み替え支援住宅収入認定に対する意見申立書 

 

年  月  日 

四日市市長 

 

 

 

 

 

私は    年  月  日付けで四日市市営住宅住み替え支援事業実施要綱第１９

条第３項の規定により、収入の額の認定に係る通知を受けましたが、下記の理由により

その認定を更正されたく申立てをします。 

記 

認 定 年 月 日         年   月   日 

収 入 認 定 月 額                 円 

これに対する意見 

（更正を必要とする理由） 
 

 備 考 

(１) 更正をしなければならないことを明らかにする関係書類又は更正の判断の参考

となる書類を添付すること。 

(２) この申立ては、収入認定（家賃決定）通知書を受けた日から１か月以内に行う

こと。 

住 所  

支援入居者  電話番号  



第１４号様式（第１９条関係） 

第     号   

 

年  月  日   

  

          様 
 

四日市市長  印   
 

住み替え支援住宅収入認定（使用料）更正決定通知書 

  あなたから    年  月  日付けで意見の申立てのありました収入認定につい

て下記のとおり更正決定しましたので、四日市市営住宅住み替え支援事業実施要綱第１

９条第５項の規定により通知します。 

 

記 

認 定 年 月 日           年   月   日 

 
所得金額合計 Ａ          控除金額合計 Ｂ          収入認定月額（Ａ－Ｂ）/12 

円 円 円 

 

収 
入 

収入該当者       年間所得額       収入該当者       年間所得額       

 円  円 

 円  円 

 円 合 計 Ａ 円 

 

控 
除 

同居・扶養親族控除 人 円 普通障害者控除 人 円 

老 人 扶 養 控 除 人 円 老 年 者 控 除 人 円 

特 定 扶 養 控 除 人 円 寡婦寡夫控除 人 円 

特 別 障 害 者 控 除 人 円 合  計 Ｂ  円 

 
更 正 決 定 家 賃 等                 月 額          円 

 
適 用 開 始 年 月           年    月 

 

  この家賃の更正決定について不服があるときは、この通知書を受け取った日の翌日か

ら起算して３か月以内に市長に対して審査請求をすることができます。 

  また、この家賃の更正決定の取消しを求める訴えをする場合は、この通知書を受け取っ

た日の翌日から起算して６か月以内に、市を被告として提起することができます。（なお、

決定を知った日から６か月以内であっても、決定の日から１年を経過すると決定の取消

しの訴えを提起することができなくなります。） 

 ただし、審査請求を行った場合、この決定の取消しの訴えは、その審査請求に対する決

定の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければなりません。 



第１５号様式（第１９条関係） 

 

住 み 替 え 支 援 住 宅 収 入 認 定 変 更 申 立 書 

 

年  月  日 

四日市市長 

 

 

 

 

 

 

私は、下記の理由により収入が減少しましたので、    年   月   日付けの収

入認定に係る収入の額の変更を申し立てます。 

 

記 

 

認 定 年 月 日 年    月    日 

収 入 認 定 月 額                      円 

収 入 減 少 の 理 由  

 

 

備  考 

(１) 収入減少の原因となる事実を証する書類を添付すること。 

(２) この申立ては、収入減少の原因となる事実が発生した日から１か月以内に行うこと。 

住 所  

支援入居者  電話番号  



第１６号様式（第１９条関係） 

第     号   

 

年  月  日   

  

          様 
 

四日市市長  印   
 

住み替え支援住宅収入認定（使用料）変更決定通知書 

  あなたから    年  月  日付けで変更の申立てのありました収入認定につい

て下記のとおり変更決定しましたので、四日市市営住宅住み替え支援事業実施要綱第１

９条第８項の規定により通知します。 

 

記 

認 定 年 月 日           年   月   日 

 
所得金額合計 Ａ          控除金額合計 Ｂ          収入認定月額（Ａ－Ｂ）/12 

円 円 円 

 

収 
入 

収入該当者       年間所得額       収入該当者       年間所得額       

 円  円 

 円  円 

 円 合   計 Ａ 円 

 

控 
除 

同居・扶養親族控除 人 円 普通障害者控除 人 円 

老 人 扶 養 控 除 人 円 老 年 者 控 除 人 円 

特 定 扶 養 控 除 人 円 寡婦寡夫控除 人 円 

特 別 障 害 者 控 除 人 円 合  計 Ｂ  円 

 
変 更 決 定 家 賃 等                 月 額          円 

 
適 用 開 始 年 月           年    月 

 

  この家賃の変更決定について不服があるときは、この通知書を受け取った日の翌日か

ら起算して３か月以内に市長に対して審査請求をすることができます。 

  また、この使用料の変更決定の取消しを求める訴えをする場合は、この通知書を受け取

った日の翌日から起算して６か月以内に、市を被告として提起することができます。（な

お、決定を知った日から６か月以内であっても、決定の日から１年を経過すると決定の取

消しの訴えを提起することができなくなります。） 

  ただし、審査請求を行った場合、この決定の取消しの訴えは、その審査請求に対する決

定の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければなりません。 



第１７号様式（第２１条関係） 

 

住 み 替 え 支 援 住 宅 使 用 料 減 免 等 申 請 書 

年   月   日 

四日市市長 

 

 

 

 

 

下記の理由により住み替え支援住宅使用料の減免等を受けたく申請します。 

記 

 

減免、徴収猶予の種別 減免、徴収猶予期間 

住み替え支援住宅

使用料 

□ 減 免 

□ 徴収猶予 

年    月    日 

～ 

年    月    日 

理

由 

（収入の判明する書類を添付してください。） 

入

居

者

の

状

況 

氏 名 続柄 年齢 

 

給与・年金等 その他 

月 額 月 額 

   
  

  

   
  

  

   
  

  

   
  

  

   
  

  

   
  

  

 

住み替え 

支援住宅 

所在地 

名称 

支援入居者氏名  電話番号  



第１８号様式（第２１条関係） 

第     号 

年   月   日 

 

支援入居者 

 

                様 

 

四日市市長          

 

 

住 み 替 え 支 援 住 宅 使 用 料 減 免 等 決 定 通 知 書 

 

年  月  日付けで申請のあった住み替え支援住宅使用料の減免又は徴収

猶予については、下記のとおり条件を付して決定しましたので通知します。ただし、市長

においてその必要がないと認めた場合には、減免又は徴収猶予を取り消します。 

 

記 

 

 

区 分 減 免 額 減 免 後 の 額 

住み替え支援住宅
使用料 

□減 免 

 

□徴収猶予 
円 円 

徴収猶予をした（家賃・敷金）の納付方法 期 間 

 
年   月   日 から 

 

年   月   日 まで 

 

条 件 

住み替え支援住宅使用料の減免等の期間中において、その原因となる事実に変更があ

ったときは、速やかにその旨を届け出ること。 



第１９号様式（第２７条関係） 

 

 

住 み 替 え 支 援 住 宅 不 在 届 書 

 

年   月   日 

四日市市長  

 

住み替え 

支援住宅 

所在地 

名称 

支援入居者氏名  電話番号  

 

私は下記の理由により    年   月   日から    年   月   日まで

の間、住み替え支援住宅を不在にしますからお届けします。 

なお、この間の住宅管理を下記の者に依頼しておきますから、留守中といえども迷惑はお

かけいたしません。 

 

記 

 

不在の

理 由 
 

住宅管理を 

依頼する人 

氏 名  
支援入居者

との続柄 
 

住 所  

電話番号 （自宅） （携帯） 



第２０号様式（第３１条関係） 

 

第     号   
 

年  月  日   
  
          様 

 

四日市市長  印   

 

収入超過者認定通知書 

 

 

先の収入申告及び調査の結果、あなたの世帯の収入額は四日市市営住宅住み替え支援事

業実施要綱第３１条第１項の規定による収入基準を超過しています。よって、あなたを収

入超過者として認定しましたので通知します。 

 

 

 

記 

 

 

認 定 年 月 日       年    月    日 

 

 

 

備 考 

この収入超過者の認定に対して意見がある場合は、この通知を受けた日から１ヶ月

以内に所定の用紙により意見を申し立てることができます。 



第２１号様式（第３１条関係） 

 

収入超過者認定に対する意見申立書 

 

年  月  日 

四日市市長 

 

 

 

 

 

 

  私は、     年   月   日付けで四日市市営住宅住み替え支援事業実施要綱

第３１条第１項の規定により、収入超過者としての認定に係る通知を受けましたが、下

記の理由によりその認定を更正されたく申立てをします。 

記 

 

認 定 年 月 日         年   月   日 

これに対する意見 

（更正を必要とする理由） 
 

  備 考 

   １ 更正をしなければならないことを明らかにする関係書類又は更正の判断の参考

となる書類を添付すること。 

   ２ この申立ては、収入超過者認定通知書を受けた日から１ヶ月以内に行うこと。 

住 所  

支援入居者  電話番号  



第２２号様式（第３１条関係） 

 

第     号   
 

年  月  日   
  
          様 

 

四日市市長  印   

 

収入超過者認定取消通知書 

 

 

  あなたから意見の申立てのありました収入超過者に係る認定については、認定を取り

消しましたので、四日市市営住宅住み替え支援事業実施要綱第３１条第４項の規定によ

り通知します。 

 



第２３号様式（第３３条関係） 

 

第     号   
 

年  月  日   
  
          様 

 

四日市市長  印   

 

高 額 所 得 者 認 定 通 知 書                

 

先の収入申告及び調査の結果、あなたは四日市市営住宅住み替え支援事業実施要綱に

規定する住み替え支援住宅に引き続き５年以上入居し、あなたの世帯の収入額は最近２年

間引き続き公営住宅法施行令第９条に規定する金額を超えております。よって、あなたを

高額所得者として認定しましたので通知します。 

 

 

記 

 

認 定 年 月 日      年   月   日 

 

 

 備 考 

   この高額所得者の認定に対して意見がある場合は、この通知を受けた日から１ヶ月 

以内に所定の用紙により意見を申立てることができます。 



第２４号様式（第３３条関係） 

 

高額所得者認定に対する意見申立書 

 

年  月  日 

四日市市長 

 

 

 

 

 

 

  私は、     年   月   日付けで四日市市営住宅住み替え支援事業実施要綱

第３３条第１項の規定により、高額所得者としての認定に係る通知を受けましたが、下

記の理由によりその認定を更正されたく申立てをします。 

記 

 

認 定 年 月 日         年   月   日 

これに対する意見 

（更正を必要とする理由） 
 

  備 考 

   １ 更正をしなければならないことを明らかにする関係書類又は更正の判断の参考

となる書類を添付すること。 

   ２ この申立ては、高額所得者認定通知書を受けた日から１ヶ月以内に行うこと。 

住 所  

支援入居者  電話番号  



第２５号様式（第３３条関係） 

 

第     号   
 

年  月  日   
  
          様 

 

四日市市長  印   

 

高額所得者認定取消通知書 

 

 

  あなたから意見の申立てのありました高額所得者に係る認定については、認定を取り

消しましたので、四日市市営住宅住み替え支援事業実施要綱第３３条第４項の規定によ

り通知します。 

 


